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第7回衛生工学シンポジウム
1999.11 北海道大学学術交流会館
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大気中の脊害化学物質モニタリングデータの統計的分析

1 . はじめに

近年になって、ダイオキシン類や内分泌

撹乱物質(環境iI¥ルモン)の鰐題に代表され

るような、手事欝性を膏する化学物質による

蹟境汚染や人体影響が注目されるようにな

ってきた。歴史的にみると、日本における

奮醤化学物質問題は、シアン等の流出によ

る沼川の汚染とそれによる魚類の鍔死、有

機塩素化合物等による地下水汚染など、

として陸水の問題として注目されてきた。

しかし近年では大気の問題として注目され

る度合いが高くなってきている。それに対

臨して理境庁では、各都溜府県などの協泊

を得て、全国規模での大気中有醤化学物質

モニタリングを開始した。

本研究は、そのそこタリングデータをい

くつかの視点から集計・分析し、日本にお

ける大気中有醤化学物質汚染の傾向を把擢

するζとを目的としている。本報ではその

第一段階の分析結集を報告する。

2. 分析方法

分析に用いだデータは、平成9年度!こ醸

境庁が全国の都道府県の協力を得て実節し

た大気中有害化学物質モニタリングの結果

である。対象物質は次の 19物質となってい

るが、後述するように測定地点数や測定岱

数などに不統ーがある疋め、本研究ではl必

ずしもすべての物質を分析の対象とはして

いない。

1 )アクリ口ニトリル

2)アセトアルデヒド

3)塩化ピニルモノマ-

4)ク口口ホルム

5) 1，2ージク口口エタツ

6)ジク口口メタン

片谷教孝、山田昌幸(山梨大学工学部)

ア〉水銀

8)ダイオキシン類およびコブラナーP

CB 

9)、テトラクロむエチレン

10) トリクロロヱチレン

11)ニッケル{ち合物

12)ヒ索およびその化合物

13) 1，3-ブタジヱン

14)ペリリウムおよびその化合物

15)ベンゼン

16)ベンゾ(a)ピレン

17) iI¥ルムアルデヒド

18)マンガンおよびその抱合物

19)クロムおよびその化合物

j則定地点は一般環境、道諮潤辺、発生源

潤辺に分類されており、地点数は物質!こよ

り輿なる。各地点で全物質がj則慰されてい

るわけではないため、物質相互間の比較な

どはやや国難な函がある。表1に物質種鎖

制の測定測定地点甑を示す。

表1 測定地点数一覧

一般環境 道路沿道 発生源慰

辺
ゲイオキヲY類 63 3 2 

水銀 11 。 2 
へ.'JY' t" 11:; 31 7 6 

探発性省機{じ

合物・有機塩 158""'241 43~84 49""'81 
素化合物

震金属類 147""'173 23~28 37""'48 

測館回数は最大で年間 12自であるが、物

語あるいは地点によって異なり、年間1闘

のみという掲合もある。しだがって詞じ年

平均濃度といっても、盟議出較するのは趨

叩でない摺合があるので、注意を要する。

データの分析均法としては、次のような

環日が主なものである。このほかにもさま

ざま芯分析を行ったが、本報では下記4項
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自について報告する。

1 )都道府県剖加霊平均濃度の算出

2)都道府県別地域リスクの算出

3)社会経済デ…タとの椙関分析

4)関子分析による汚染盟国の分析

3. 分析結果

3.1 都道府県期加重平均濃度

表2は各物閣の濃度測定憧を都道府県聞

に平均しだものである。ただし地点により

灘定割数が巽なるため、今回はその灘定回

数を重みとして加霊平均を倍つだ。

結果を見ると、次のようなことがわかる。

1 )都道府県によるぱらつきが大きい。

表2 都道府議別加重平均濃度

物置により異なるが、各物語とも都潜指

揮によるぱらつ芭はかなり大きく、一部の

物質では最高と最倍の測定値が 100倍以上

開いている。このことから、化学物質によ

る汚染は金額に均一に近い形でひろがって

いるのではなく、地域ごとの盤興がかなり

あるといえる。ただし都道路県によっては

測定地点が1地点のみという揚合もあり、

地域代表性が不明確であるため、このばら

つ窓がそのまま都溜府県ごとの浩染状況の

棺還を示すとはいいにくい。

2)大都市瞳が必ずしも高濃度ではない。

化学物質の環境への放出の多くが人摺活

動に起因することから、人口の集中する大
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北海遡 0.13 2.8 0.02 0.95 0.05 1.82 0.82 0.19 3.96 1.45 0.23 0.96 3.14 1.65 3.14 24.1 3.4 
青森 0.26 0.05 2.60 
主若手 0.10 0.05 0.26 0.06 1.25 3.42 3.62 0.18 2.47 
2吉城 0.06 1.2 0.02 0.18 0.09 0.97 0.23 0.30 2.50 1.60 0.08 0.03 1.77 0.07 1.73 9.9 0.9 
!車k閏 0.09 1.0 0.02 0.13 0.07 1.16 0.21 0.16 2.00 2.00 0.20 2.17 2.40 
山形 0.13 2.4 0.02 0.27 0.10 0.85 0.16 0.52 1.40 0.56 0.30 2.40 2.35 8.8 1.9 

i福島 0.231. 2.92 4.23 4.36 3.02 2.40 13.1 
茨城 50.0 0.591. 1.20 0.28 2.60 1.25 0.05 4.00 50.00 9.3 6.2 

|栃木 0.08 8.8 0.06 0.19 0.12 2.07 0.77 4.76 3.40 0.71 0.29 0.14 2.92 7.59 26.6 5.7 
|群馬 0.05 3.7 0.05 0.06 0.02 10.00 0.10 1.30 18.70 1.30 0.26 0.02 1.70 4.70 18.0 1.1 
埼玉 0.07 0.04 0.28 0.06 8.04 1.95 3.78 0.61 4.68 
千葉 0.22 2.3 0.26 0.52 0.40 2.62 2.45 

2a21Mけ4S534040277565409002e2 3 

0.27 3.74 0.38 2.58 28.9 6.3 
東京 0.13 5.8 0.1 0.44 0.19 7.29 1.97 4.61 1 6.331 1.321 0.43 1.00 5.59 0.22 3.04 34.7 6.0 
神奈/1 0.19 4.3 0.04 0.26 0.09 4.45 .1.50 3.12114.30 I 1.54 I 0.61 0.92 3.58 0.50 5.27 63.2 14.9 
新潟 0.12 1.5 0.05 0.71 0.13 1.66 0.52 1. I 7.04 I 1.60 I 0.22 0.05 3.98 0.31 1.65 22.5 6.1 
富山 0.05 I 2.6 0.14 0.24 0.12 1.63 0.26 2.57 5.00 0.70 

0018001 004248402 9 7 

2.20 17.0 5.0 
右川 0.24 1.62 0.36 0.41 

福鵠山値三裂阜重井岡 田0Bo0 11県e163ll ll L 19 

0.28 0.18 0.37 1.20 0.20 0.37 5.00 0.83 1.93 50.0 0.4 
0.02 1.06 0.14 3.37 10.00 10.00 

7.8 0.02 0.17 0.08 3.24 0.74 4.36 5.00 1.60 0.231. I 3.22 6:40 
0.6 0.1 0.17 0.17 2.83 0.88 9.23 2.70 1.30 0.31 I 0.25 I 2.40 1.10 8.0 6.0 
5.2 0.13 0.2 0.03 2.05 4.18 4.06 9.50 2.48 0.26 I 0.20 I 3.37 5.17 22.7 6.8 
2.7 0.07 0.45 0.15 7.88 0.90 2.19 10.45 I 2.53 0.25 I 0.05 I 3.42 0.97 3.20 46.7 14.71 
1.9 0.18 0.26 0.14 3.37 0.31 0.59 6.02 1.13 0.32 I 0.20 I 2.44 1.99 22.3 

滋賀 0.08 3.5 0.07 0.25 0.22 4.17 1.00 5.67 5.20 2.23 0.27 0.20 3.20 4.00 30.3 2.8 
京都 0.12 1.9 0.04 0.32 0.12 2.13 2.88 2.72 5.97 2.65 0.20 0.05 3.25 3.75 22.5 8.4 
大級 0.13 4.2 0.19 0.47 0.26 6.30 3.03 2.67 8.33 4.72 0.30 0.08 

3311i10--88244467204353664 2 z 
6.8 

兵Eま 0.14 3.7 0.46 0.47 0.42 2.50 1.46 1:03 5.83 2.04 0.15 0.05 2.96 5.8 

奈良 0.05 2.9 0.07 0.35 0.13 3.00 0.72 1.10 4.50 1.15 0.29 3.50 2.76 4.0 

和歌LI. 0.12 1.8 0.07 0.1 0.13 1.40 4.12 4.19 7.36 1.18 0.13 0.24 1.91 2.3 
鳥取 0.05 0.03 0.23 0.16 0.67 0.22 0.05 0.24 2.00 
島根 0.07 1.4 0.05 0.22 0.20 0.86 0.22 0.15 2.40 1.75 0.07 0.13 1.21 0.05 1.44 10.9 2.3 
岡山 0.12 1.8 0.05 0.17 0.15 1.58 0.15 0.59 3.40 1.10 0.18 0.12 2.80 0.90 2.30 56.0 4.0 
広島 0.23 2.0 0.06 0.21 0.14 1.64 0.46 0.75 3.50 1.07 0.41 0.09 2.98 2.18 27.8 5.4 
山口 0.66 5.0 0.4 1.21 0.67 1.91 0.18 0.25 7.90 3.40 0.57 0.24 2.72 4.80 34.8 14.9 
i徳島 0.07 1.6 0.19 0.57 0.85 1.73 0.18 0.19 2.66 1.99 0.19 0.50 2.67 7.53 46.2 13.0 

量
0.24 4.0 0.09 0.22 0.33 1.61 0.57 0.44 5.70 9.59 0.25 0.13 3.30 2.25 35.7 3.2 
0.27 3.2 0.1 0.31 0.23 1.67 0.35 0.41 3.10 3.86 0.50 0.21 2.84 0.40 3.17 18.0 1.4 
0.05 1.4 0.06 0.15 0.06 0.55 0.10 0.10 2.63 0.20 0.18 0.42 1.54 2.17 14.5 4.1 
0.23 2.9 0.19 0.42 0.09 1.47 0.38 0.88 6.54 3.53 0.25 0.12 3.60 0.97 5.55 36.6 7.0 

佐賀 0.08 2.6 0.02 0.12 0.02 1.07 0.37 0.17 8.50 0.25 0.01 0.20 2.75 2.35 31.3 36.5 
長t崎 0.12 

鵠
0.15 0.07 0.77 3.57 3.52 

I川E33o1o30L 3o 277 0 

0.12 0.20 4.40 2.10 40.0 4.5 
熊本 0.14 0.25 0.10 1.48 0.14 0.07 0.25 0.10 4.45 2.50 36.9 2.0 
大分 0.07 0.2 0.14 4.79 0.25 0.08 0.31 3.10 3.87 
宮崎 2.9 0.07 0.78 0.20 0.18 0.15 

塑竺
1.95 17.0 

箆児痘 0.04 1.5 I 0.05 0.16 0.07 1.07 10.00 10.00 2.00 I 2.17 0.55 0.20 1.80 50.0 2.0 
j中綴 0.31 0.20 
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都市欝ほど濃度が高い領自があると考える UJ/ のが自然である。しかしこの結果を売ると、

ベンゼンやし 3-ブタジエンなどの一部の物

質を隙いて、そういう{関向が箆られない。 i i ?{X10→ 
ベンゼンやし 3-ブタジエンは自動葱からの

排出が主体と替えられていることから、自

動車由来物資については大都市麗ほど高濃

度となる傾向があると考えられる。 。'

3)どの物質ち鋸濃度という都道府県は少 。J

盈位。
〈ア

図1(.)ベンゼンによる個人リスクの分布

全国平均との比較でみると、どの物質ち ' 
。

F l;:t!' 儲いという都道府県は、高知県などごくわ

ずかしかない。このことは、記学物襲汚染

の問題は、全匿的に広がっていることを示 i !?wsl 
すものといえる。

3.2 都道府県完IJ地域リスクの算出
ここでは主として自動葱由来と害えられ

。.

るベンゼンとし 3-ブタジエンを対象として、 01 

都道府県別の発ガンリスクの分布を求めた 〈ア 関1(b)1.3-ブ告ジヱンによる個人リスク
b 

' 

結祭を示す。 r 

かf?留 1は諸物質による1人あ疋りの発ガン

リスクを求めた結果である。この僧人リス

クは、理境濃度にユニットリスクを乗じる i i:; 毎回ヨonlYl
ことにより求められる。ユニットリスクは

単位器露量あたりの発ガン確壌を示しだち

ので、米 EPAなどが値を公表しており、

本研究もそれに従っている。異体的な値は 。'

ベンゼンが 8.0X10田6 [μg/m3]四 1、1，3叫 。d

ブタジエンが 1.5x10-4[μg/m3]-1である。
<? 
図2(.)ベンゼンによる地域リスク

。
‘' この結果をみると、大都市鶴ではその他 r 

の地域と比較しておよそ5街から 10 倍ほ かfどリスクが大きいことがわかる。もちろん

大気中の濃度分布は擾雑であり、悶じ県内 i 11;IP町.onl
でも地点による濃度の差は大きい。したが

ってより詳細なリスクの分市を把握しよう

とするならば、より密度の高い測定を行う

必要がある。しかし十分な密度によるj朗建 。.

は容器ではないので、モデル計算によって
。』

補うことも聾聾といえる。 1liJ2(b) 1.3-ブタジヱンによる地減リスク
〈戸

図2は都道府県主義位の地域リスクを求め . ら

た結果である。地域リスクは個人リスクに
r 
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人口を乗じることによって求めら 表3 悶子負荷荷列

れる。この結製を見ると、大都市 筆一因子第因子第一因子装闘因子第五悶子

醸の都道府県が抜きん出て高い 1)
アセト7)1"デtド 0.351 0.802 0.226 0.270 0.012 
7?IJIlニトザ)1" 0.124 0.206 0.197 0.763 0.042 

スクを示している。ただし熊本県
ヒ索 0.027 一0.162 0.126 0.787 0.016 
へ.ンセ.ン 0.346 0.675 0.357 0.010 0.257 

のように、~すしも大都市を し へ.ン'/(a)どレン 0.217 一0.055 目。.231 0.311 0.831 
へ.リリウム 0.101 0.879 -0.191 -0.152 0.230 

ていない操でも高い地域リスクを 1.3-7';シ.ヱン 0.329 0.747 -0.031 0.461 同 0.182

示す揚合もある。この理由は明確
1.2-シ'?Illlエ9ン -0.131 -0.054 0.900 0.063 -0.217 
シヲロロ月ン 0.700 0.346 0.356 -0.011 0.050 

ではないが、窃定発生漉の影響な
守口ロホ)1"ム -0.092 0.218 0.121 叩 0.100 0.895 
守口ム 0.935 0.124 0.013 0.110 0.048 

どが者えられる。 ホ)1"ムア)1"予.七ド 0.484 0.297 -0.044 0.724 0.157 
マンカ.ン 0.839 0.156 -0.060 0.206 0.033 
ニッケル 0.893 0.255 0.018 0.171 0.016 

3.3 社会経済データとの相関
子トラ守口口エチレン 0.361 0.343 0.756 0.038 0.147 
トリヲロロ工手レン 0.566 0.583 0.540 四 0.137 一0.098

分析
塩化ピニj同月一 0.014 -0.052 0.829 0.442 0.081 

大都市圏とそれ以外の摺域などの比較を

より明確にするため、人口などの社会経済

データと濃度測定憶の相関分析を百った。

ここでは紙面の関係で、結柴を1憾だけ示

す。

鴎3はベンゼン濃度と人口の関係である。

相関係数でみると0， 57 と~すしも高い

とはいえないが、人口が多い都道府県ほど

濃度が高い傾自ははっきりと見られる。た

だし人口の少ない都道府県の一部で高濃度

が出ており、それは固定発生源などの地域

特有の状況が影響しているものと患われる。

6 
φ 

5φ  

21=込正 4 ~ 4iJT 紳
。

!3許@ 命 @ 

2 

。
o 5000 10000 15000 

人口(予人)

図3 ベンゼン濃度と人口の椙鵠

3.4 因子分析による汚染喪図の分析

化学物質汚染の聾悶は櫨雑であり、物質

剖の測定憶からそれらの汚染要因を見出す

ことは容易ではない。ここでは1つの試み

として、都道府県別のj瑚慌データを用いた

因子分析を行つだ。

結果として得られだ因子負荷行弼(パリ

マックス居転後)を衷3に示す。各部子の解

釈は~すしも明確ではないが、一郎の解釈

としては次のようになる。

第一因子:クロム、マツガン、ニッケルな

どの重金属類の係数が大きいことから、

燃焼、金構精錬などの発生源の影響を示

すとみられる。

第二因子:ベンゼン、ブタジヱンなどの自

動車由来が主体と者えられる物質の係数

が大きいことから、穆動発生源の影響を

示すとみられる。

第三四子:ジクロロエタン、塩化ピニル、

テトラクロロヱチレンなどの係数が大き

いことから、石油化学系発生源の影響を

示すとみられる。

なお、 1県に測定点が1地点のみというよ

うなデータを轄外すれば、より明確な因子

が得られる可能性もある。

4. おわりに

全国の大気中有害化学物霞モニタリン

グデータをいくつかの角度から分析した。

その結襲、大都市圏での高濃度が物質によ

っては得られていないことや、ベンゼンな

どでは人口との関連が強いこと、臨子分析

によって発生源の分鰭が司能であること

などが訴されだ。

今後はさらに他の多変量解析などの統

計学的手法の適帰を試みる予想である。
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